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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに 

 既成市街地においては、狭小な敷地や前面道路幅

員による容積率上限のために十分な建物の高層利用

が進んでおらず、土地の有効利用が図られていない

場合が多い。都市の郊外化抑制およびコンパクトシ

ティの形成の視点からも、既成市街地の再生は都市

計画上の重要課題である。従って、関連する土地利

用規制や税政等を検討し、これらの施策の効果を詳

細な敷地レベルの土地利用分布の予測のもとで評価

する必要があるが、従来の比較的大きなゾーンを対

象とした均衡分析ではその表現は困難であった。ま

た、比較的移動が容易な立地主体に対して、建物ス

トックは不可逆性が高いため、詳細な土地利用レベ

ルでは、建物が存在していながらも利用がされてい

ない空き家、空室などが存在している。しかし、こ

のような床の需給不均衡状態の形成過程は十分に明

らかにされておらず、その予測も困難である。これ

らに対して、個々の主体の行動を記述しその積み上

げによって全体の動向を表現するマイクロシミュレ

ーションは、分析の詳細化、多様な属性および主体

間相互作用の考慮、不均衡状態の表現可能性に対し

て有効である。土地利用－交通モデルを対象とした

マイクロシミュレーションの適用は、Waddell1)、

Simmonds2)、Hunt ら 3)によって行われているが、い

ずれも立地の対象は空間的に集計化されたゾーンや

メッシュなどであり、敷地レベルへの適用はなされ

ていない。一方、敷地レベルの建物分布予測を対象

とした研究としては、柿本ら 4)、Hammad ら 5)、冨

田ら 6)によるものがあり、一部マクロシミュレーシ

ョンの適用もなされているが、これらにおいては土 

*キーワーズ：土地利用，市街地整備，ＧＩＳ，都市計画 

**正員,修(情報),群馬大学工学部建設工学科 

 （〒376-8515 群馬県桐生市天神町一丁目５番１号, 

   TEL0277-30-1652, FAX0277-30-1601, 

   E-mail:sugiki@ce.gunma-u.ac.jp） 

***学生員,群馬大学工学部建設工学科 

****フェロー,工博,東北大学東北アジア研究センター 

地の高度利用への移行過程において顕著である敷地

間の統合が記述されていない。敷地統合については

林ら 7)によってマイクロシミュレーションによるモ

デル化が試みられているが、特定区域における統計

的な統合確率を用いるにとどまっており、将来予測

に対しては検討の余地が残されている。 

 以上を踏まえ本研究では、土地区画統合を含めた

建物分布の変動を予測し、かつそれらに対する立地

主体の入居分布から床レベルの需給不均衡状態を表

現する、包括的な詳細土地利用マイクロシミュレー

ションシステムを構築することを目的としている。

本稿では、モデルの詳細設計、および地理情報シス

テム（GIS）をベースとした分析システムの概要を

示す。シミュレーションの実現においては、統合に

よる敷地形状の変更を随時データベースに反映させ

る必要があるため、システムはこのような空間分析

単位の可変性に対応したデータベース更新機能を持

つものとして設計される。 

 

２．詳細土地利用マイクロシミュレーションモデルの構築２．詳細土地利用マイクロシミュレーションモデルの構築２．詳細土地利用マイクロシミュレーションモデルの構築２．詳細土地利用マイクロシミュレーションモデルの構築     

（１）モデルの構造と特徴 

 モデルの構造を図１に示す。本研究のモデルは、

経年的なゾーン単位の建物タイプ別立地主体量を与

件とし、敷地レベルにおける現況の土地利用分布に

対して①敷地統合サブモデル、②除却サブモデル、

③建設サブモデル、④主体立地サブモデルを順次操

作し、次期の主体立地分布、敷地形状分布、建物分

布について準動学的に１年ごとの予測を行うもので

ある。これらは、筆者らがこれまで取り組んできた

詳細土地利用マイクロシミュレーションモデル8)を

基本としているが、以下の点において異なる。 

1)外生的な立地主体量の設定 

 本研究のモデルは、ゾーンレベルの立地分析モデ

ルによって算出された集計的な立地主体量が外生的

に与えられることを前提として、区画レベルでの現

実的な建物分布および床ベースの立地主体分布を表 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１図１図１図１    モデル構造モデル構造モデル構造モデル構造 

 

現する機能を持つものであり、下位的なモデルとし

て位置づけられる。 

2)建物レベルでの立地主体分布の表現 

 詳細土地利用を対象とした既存研究では、建物分

布すなわち床供給主体側の行動のみが対象とされて

きたが、需要側の行動である立地主体の各建物への

入居状況を含めたモデル化により、空室、空き家と

いった床レベルでの不均衡状態を表現する。これは、

需要増に伴う建物更新の促進のみならず、リセッシ

ョン状態での不可逆的な建物ストックの影響をシミ

ュレートすることを目的としたものである。 

3)分析期間の詳細化 

 従来モデルは５年を１期とした準動学的分析であ

ったが、時間軸に対してより詳細な１年単位の分析

期間の設定を行う。外生的な立地主体量を与える上

位のゾーンモデルについても、マイクロシミュレー

ションモデルの発展により、１年単位の分析期間の

設定は現実的なものとなっている。 

4)建物コーホートの考慮 

 建物の老朽化を考慮していないことが、既存モデ

ルの再現性を低下させる要因となっていた。モデル

化においては、後述の住宅地図を用いて作成された

建物コーホートを考慮し、建物ストックの老朽化と

その利用価値の逓減を表現する。 

5)除却・建設モデルの分離 

 これまでは、現状の建物の保持を次期の建物更新

に対する１選択肢として記述してきたが、分析期間

の詳細化に伴い、遷移的な土地利用として生じる空

地の生成過程をより明示的に表現するため、建物を

除却し空地が生成される過程と、空地に新規の建物

を建設する過程を分離してモデル化する。 

（２）各サブモデルの機能と定式化 

 各サブモデルにおいては、記述される行動の選択

確率に対して、モンテカルロ法を用いたマイクロシ

ミュレーションを実行する。以下、各サブモデルの

機能と定式化について示す。 

（ａ）地価および床地代の定義 

 まず、建物タイプ k での立地者が敷地 iに立地す
る場合の単位面積あたり立地価値を次式で定義する。 

∑∑ ++=
k

kiiki NXb 210 ααα                    (1) 

iX ：土地条件ベクトル  20 αα ～ ：パラメータ 

kiN ：敷地 iの周辺における建物 k の立地分布 

ここで、第３項は集積選好性および用途間相互作用

を表現している。敷地 iの地価 iLP はこれらのログ
サム期待価値として式(2)で表される。 

∑=
k

kii bLP ϕ
ϕ

expln1                          (2) 

ϕ ：パラメータ 

また、立地者のタイプ k の建物に対する床地代の支
払い意志額は、式(1)に建物コーホートによる老朽

化を考慮して次式で表現されるものとする。 

kikiki BYbb 3α+=′                               (3) 

kiBY ：築年数    3α ：パラメータ 

各期首において、各敷地 iの保有者は次期の各建物
タイプ k に対する単位床あたり床地代を次式のよう
に決定するものと仮定する。 

1
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+++′= T
kikkiik TDFRVFRbR T αα               (4) 

ikVFR ：敷地 iにおける前期建物 Tk の空床率    
1+T

kTDFR ：対象ゾーン全域の次期の需要超過率 

式(4)は、建物供給者による床需要に対する次期床
地代の調整を表すものである。需要超過率 1+T

kTDFR
は、前期のゾーン全域の空床量 T

kTVF および次期の

床需要量 1+T
kTDF を用いて次式で定義される。 
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また、新規に建設する建物については 0=kiBY 、

0=TikVFR である。 

（ｂ）敷地統合サブモデル 

 敷地統合サブモデルでは、隣接した２敷地が統合

するか否かを判定する。互いに隣接する敷地 A お

よび B が統合する確率 m
ABP は、敷地が統合する場合

の期待利潤 m
ABπ および統合しない場合の期待利潤

nonm
ABπ に基づいて式(6)のように表される。 
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λ ：パラメータ 

ここで、統合および非統合の場合の期待利潤は、式

(7)、式(8)で表される。 
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f ：建坪率    Area：敷地面積 
rel
ABX ：敷地間条件 sur

ABX ：周辺敷地との統合数 
edge
ABX ：敷地境界条件   40 ββ ～ ：パラメータ 

各々の場合の利潤は、敷地ABを統合して利用する

場合および統合しない場合の各敷地の期待利潤をも

とにして算出される。敷地 iにおける期待利潤 iπ は、

現在の建物を何らかの建物に建て替える場合の期待

利潤 d
iπ 、および現在の建物を維持する場合の期待

利潤 r
iπ のログサム期待値を用いて式(9)で表される。 

)expln(exp1 r
i

d
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δ
π +=         (9) 

δ ：パラメータ 

敷地 AB を統合する場合は現在の建物が必ず除却さ

れるので、 d
ii ππ = となる。期待利潤 d

iπ 、 r
iπ につ

いては（ｃ）において詳細を示す。(7)式において、

第３項は各敷地における土地条件や建物タイプ条件

の論理演算によるダミー変数であり、第４項は複数

敷地による大規模統合を表現するものである。第５

項は次式で表される敷地境界条件であり、統合後の

敷地がいびつな形状となる場合に、その利潤が減少

することを表現するものである。 
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BA LL , ：敷地周長   Bor
ABL ：隣接境界長 

シミュレーションにおいて統合が選択された場合は、

敷地形状データベースの変更を行う。また、建物を

除去し、当該区画を空地リストに加える。 

（ｃ）除却サブモデル 

除却サブモデルは、現在建物が立地している敷地

について、その建物を除却して空地とするか否かを

表現する。現在の建物を除却する確率 d
iP は、式

(11)のように表される。 
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建物を除却する場合の期待利潤 d
iπ 、および現在の

建物を維持する場合の期待利潤 r
iπ は式(12)、式(13)

で表される。 
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d
kTC ：T 年の建物 Tk の単位高さあたり除却費用 

TikH ：T 期の建物 Tk の階数 

ξ ：譲渡税率    ζ ：保有税率 

10 ,, ηηθ ：パラメータ 

ここで、 ikB は建物タイプ k によって得られる単位

敷地面積あたりの期待収益であり、式(4)の床地代

に対して高層利用を考慮して式(14)で表される。 

ikikik HRB ⋅=                                 (14) 

ikH は建物階数であり、新規建物に対しては規制容

積率に応じて外生的に与える。除却が選択された場

合は、建物を除去し当該区画を空地リストに加える。 

（ｄ）建設サブモデル 

建設サブモデルは、空地リスト内の敷地に対し

て、建設する建物タイプの選択を記述するものであ

る。建設する建物タイプとして建物タイプ k が選択
される確率 c

ikP は、式(14)の期待収益を用いて次式

で表される。 
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選択された建物タイプに応じて、各敷地の建物分布

を更新する。 

（ｅ）主体立地サブモデル 

 主体立地サブモデルは、外生的に与えられる

1+T 年の立地主体をランダムソートし、更新され

た建物分布に対して、式(16)の立地選択確率に基づ

いて順次配分するものである。 
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            (16) 

v
kΩ ：建物タイプ k の空室集合  ω：パラメータ 

kiV は建物タイプ k の立地主体が敷地 iの建物に入
居する場合の立地効用であり、式(17)で表される。 

)(21 ikikkkiki qRYbV −+′= γγ                  (17) 

kY ：立地主体の収入（外生） 

ikq ：床面積（外生） 

21,γγ ：パラメータ 



 

 

３．分析システムの構築３．分析システムの構築３．分析システムの構築３．分析システムの構築     

（１）空間分析単位の可変性の考慮 

図２に敷地統合におけるデータ処理の例を示す。

統合処理においては、統合前の敷地形状データを削

除して統合後の敷地形状データを新規に作成し、面

積、角地、容積率といった属性値を付加する必要が

ある。また、次期の統合分析に際しては、敷地間の

隣接関係を新たに取得し直す必要がある。従って、

マイクロシミュレーションを実行するに際しては、

シミュレーションの進行にあわせてこれらのデータ

ベースの変更を随時行う必要があるが、空間分析単

位の可変性を含むこれらの処理を逐一行うことは非

現実的である。そこで本研究では、GISの空間解析

機能を活用してこれらの処理を行い、かつシミュレ

ーションの一連の処理を自動化するシステムをGIS

ソフトウェアのカスタマイズによって構築する。 

（２）分析システムの概要 

 本研究では、地理情報システムソフトウェアSIS

（（株）Informatix）のカスタマイズを行い、デー

タの管理およびシミュレーションの実行を行う。図

３にシステム構造の概要を示す。ここではGis Link

機能を用いてSISとリンクし、データベースから入

力データファイルを作成する。次に、入力データフ

ァイルを読み込んでシミュレーションプログラムを

実行し、その結果は出力データファイルに書き出さ

れる。そして、出力データファイルに基づいてデー

タベースを更新する。SISではデータベースの管理

とシミュレーションの結果表示が行われる。シミュ

レーションプログラムはFORTRANで記述され、土

地区画統合、建て替えの各シミュレーションが実行

される。VBで記述されるカスタマイズプログラム

は、シミュレーション用の入力データの作成、シミ

ュレーションプログラムの実行、シミュレーション

結果のSISデータベースへの反映といった各処理の

総括的な実行・制御を行う。 

（３）分析用データベースの構築 

仙台市の既成市街地より分析対象地区を４地区

選定し、1987 年～2002 年における１年ごとの土地

利用変化を対象としたデータベースを構築中である。

基本となるデータは電子住宅地図 Z-map およびこれ

らの期間の住宅地図（いずれも㈱ゼンリン）である。 

また、入手可能な 1968年以降の住宅地図より建物 

 

 

 

 

 

 

図２図２図２図２    敷地統合処理敷地統合処理敷地統合処理敷地統合処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３図３図３図３    分析システムの概要分析システムの概要分析システムの概要分析システムの概要 

 

コーホートデータを作成している。 

 

４．おわりに４．おわりに４．おわりに４．おわりに 

 本稿ではモデルの定式化と分析システムの概要を

報告した。今後は、構築されたデータベースを用い

て、パラメータ推定およびシミュレーションの実行

する。これらの結果については随時報告する予定で

ある。 
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